
書

年度事業報告
参加者数

係

　13人
平成22年度

2

から会場設営委託を行

1

うことにより、効率的

1

・効果的な式典の運営ができた。

成果

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 式典参加者数（人） 650 600 13 500 800
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,019 1,779 2,146 2,874 合計 2,145,805 円
報償費 1,225,090 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 802,465 円
委託料 118,250 円

一般財源 2,019 1,779 2,146 2,874

職員人件費　② 3,086 3,081 2,986 3,013

総事業費（①＋②） 5,105 4,860 5,132 5,887

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

２

効率的な行政運営

目
　

年

　
　
的

　本市の発展に

度

貢献し、功績顕著な者

評

を表彰

主
た
る
内
容

　市

価

・中央公民館・社会福

）

祉協議会・共同募
する

刈

ことにより市民の意識

谷

を高め、市政の向 金委

市

員会において、それぞ

事

れ行っていた式典
上を

務

図る。 を統合し、「総

事

合式典」として開催す

業

る。
※周年のみ「市制

評

施行〇〇周年記念式典

価

」と
　している。

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

対象者 被顕彰者をはじ

ト

め市内公職者など 事業

（

期間 昭和５１年度 ～

実

様

施方法 ■直営　■委託

式

　□指定管理　□補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

財

０年度実績 元年度実績

政

２年度実績 ３年度計画

部

※総合式典 ※総合式典

一

※市制施行70周年記

般

念式典表 ※総合式典
開

会

催日　5月22日（火

計

） 開催日　5月21日

市

（火） 　彰式 開催日　

制

未定
会場　総合文化セ

施

ンター 会場　総合文化

行

センター 開催日　12

７

月22日（火） 会場　

０

総合文化センター
内容

周

　式辞・来賓挨拶 内容

年

　式辞・来賓挨拶 会場

記

　市役所 内容　式辞・

念

来賓挨拶
　　　表彰・

式

感謝状の贈呈 　　　表

典

彰・感謝状の贈呈 内容

開

　式辞・議長挨拶 　　

催

　表彰・感謝状の贈呈

事

　　　　　　172人

業

・24団体 　　　　　

担

　173人・23団体

当

　　　表彰状の贈呈（

課

功労者 　　　　　　1

広

22人・43団体
　　

報

　前年度事業報告 　　

広

　前年度事業報告 　　

聴

　・特別表彰のみ） 　

課

　　前年度事業報告
　

款

　　刈谷偉人小伝上映

項

　　　刈谷ものがたり

目

上映 　　　　　　　 

担

21人・1団体 参加者

当

数　500人
参加者数

係

　約650人 参加者数

秘

　約600人 　　　前



係

2 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

・法的

令

業務
普通必要性 ・市民

和

ニーズ、社会需要
・市

３

民生活上必要である　

年

など

・コストの節減、

度

費用対効果
普通効率性

（

・執行体制の効率性
・

令

手段の最適性　など

・

和

市が主体となって実施

２

する
普通妥当性 　べき

年

事業であるか
・総合計

度

画との整合性　など

施

評

策への ・施策への貢献

価

度
普通・目標達成度

貢

）

献度 ・市民サービスへ

刈

の効果　など

今後の方

谷

向性 □拡充　■現状維

市

持　■改善・効率化　

事

□縮小　□終期設定　

務

□休止・廃止

事業評価

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

シ

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

ー

価
　
∨

ト （様式２）

会計名 担当部 企画財政部

一般会計
市制施行７０周年記念式典開催事業

担当課 広報広聴課

款 項 目 担当係 秘書



1

アーカイ 　各ＤＶＤ4

2

0枚製作
　ームページで配信 ・刈谷市のニュースを月8本ホ　ブ」　各ＤＶＤ40枚製作 ・刈谷市のニュースを月8本ホ

　ームページで配信 ・刈谷市のニュースを月8本ホ　ームページで配信
　ームページで配信

・ビデオ広報の配布・貸出しを通じて、市政の啓発や、市民参加意識の向上に寄与した。

成果
・刈谷市ニュースサーバーにより映像を効果的に利用し、定期的に市内の出来事を市民へ発信することができた。

・地区、市民活動団体での利用の促進

・市民へのビデオ広報自体の広報活動の強化による利用の推進
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 ビデオ広報ＹｏｕＴｕｂｅ版アクセス数（件） 3,192 285,833 245,606 250,000 260,000
指標
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 74.0 ― 71.8 83.0 86.0
指標 （％）

・碧海5市では刈谷市と安城市がビデオ製作事業を実施
他市との  （広報撮影映像等の動画配信は刈谷市、碧南市、安城市が実施）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,997 6,1

Ｄ

15 6,125 4,4

　

27 合計 6,124,

　

584 円
委託料 6,

　

124,584 円

財

Ｏ

　
源

特定財源 0 0 0 0

　

一般財源 5,997 6

　

,115 6,125 4

∧

,427

職員人件費　

　

② 1,389 1,92

　

5 1,419 1,43

実

1

総事業費（①＋②）

　

7,386 8,040

　

7,544 5,858

施

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ２年度

　

特定財源名称

２年度ま

∨

での累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 計画推進

令

基本施策 情報共有
施策

和

体系
施策の内容 広報・

２

広聴の充実

目
　
　
　
的

年

　行政情報や市民活動

度

の取組等、市がＰＲし

評

主
た
る
内
容

○「ビデオ

価

広報刈谷」の製作、市

）

内各施設や
たい内容を

刈

ビデオにまとめ、広報

谷

することで､ 　学校等

市

へ配布、市民への貸出

事

し
市政の啓発や市民参

務

加意識の向上に努める

事

。 ○「ビデオ広報　刈

業

谷ニュースサーバー」

評

の
また、映像による行

価

政情報の記録・保存を

シ

行 　運用（キャッチネ

ー

ットワークのニュース

ト

の
う。 　編集、ホーム

（

ページで年12回公開

様

）による
　市のニュー

式

ス映像公開

位
置
づ
け

関

１

連計画  

根拠法令  

対

）

象者 対象者を限定せず

会

事業期間 昭和６３年度

計

～

実施方法 ■直営　■

名

委託　□指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

３０年度実績 元年度

計

実績 ２年度実績 ３年度

ビ

計画

・ビデオ広報刈谷

デ

・ビデオ広報刈谷 ・ビ

オ

デオ広報刈谷 ・ビデオ

広

広報刈谷
　No.94

報

「刈谷城盛上げ隊」　

刈

　No.97「歴史博

谷

物館」 　No.100

製

「かけがえのないわ 　

作

No.103「どうす

事

る？災害時
　No.9

業

5 ｢刈谷市立刈谷特

担

別支  No.98 　

当

たし～日本女性会議刈

課

谷か 　のトイレ事情～

広

地下から支
　援学校｣

報

 「刈谷映像アーカイ

広

ブ」 　ら発信！～」 

聴

　えるトイレへの備え

課

～」
　No.96「男

款

女共同参画社会」  

項

No.99 　No.1

目

01「食べよう、刈谷

担

市 　No.104「市

当

制70周年プラス1
　

係

各ＤＶＤ40枚製作  

広

「市制70周年記念映

報

像」 　農畜産物」 　記

広

念映像」
・刈谷市のニ

聴

ュースを月8本ホ　各

係

ＤＶＤ40枚製作 　N

2

o.102「刈谷映像



2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　映像ならで

令

はのわかりやすさを活

和

かして、広報紙のよう

３

・法的業務
高い

な文字

年

を中心とした広報に加

度

え、市のメッセージや

（

情報、
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 行事な

和

どを広く市民に周知で

２

きると考えている。
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　公共施設や行

評

事等での放映に加え、

価

YouTube等を活

）

用して
・コストの節減

刈

、費用対効果
普通

広く

谷

視聴できる環境を整え

市

、効率化を図っている

事

。
効率性 ・執行体制の

務

効率性
・手段の最適性

事

　など

　市の施策や行

業

事、新設の公共施設な

評

どを紹介するもので
・

価

市が主体となって実施

シ

する
高い

市が主体とな

ー

って実施するべき事業

ト

である。
妥当性 　べき

（

事業であるか
・総合計

様

画との整合性　など

　

式

特定の場所に限定され

２

ず、インターネットを

）

介して広く

施策への ・

会

施策への貢献度
普通

視

計

聴可能な環境を整えて

名

おり、市の情報発信と

担

して一定の
・目標達成

当

度 効果があるものと考

部

える。
貢献度 ・市民サ

企

ービスへの効果　など

画

今後の方向性 □拡充　

財

□現状維持　■改善・

政

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

一

・「ビデオ広報刈谷」

般

については各課の要望

会

を広く受け付け、製作

計

したビデオをどのよう

ビ

に使うかを精査し、よ

デ

り有
　効に活用できる

オ

作品を製作していく。

広

　また、YouTub

報

eのように広く市民が

刈

視聴できる放映方法を

谷

積極的に採用していく

製

。
・刈谷市ニュースサ

作

ーバーはアクセス数な

事

どにより最適な配信頻

業

度や活用方法を検討し

担

、市の情報発信として

当

より効
　果的な番組を

課

選択していく。

広報広聴

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

課

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

款

　
価
　
∨

項 目 担当係 広報広聴係

2 1



｡またその実績から、認知度も高まった。

・参加したイベントを盛り上げまちの活性化に寄与することができた。

・各方面からのイベント等への参加要請に対し、市内外への刈谷の魅力発信効果の見極め等が必要である。

・定住促進ＰＲ冊子の効果的な配布方法および配布場所等についての検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 キャラクター使用申請累計件数（件） 256 275 289 300 320
指標
活動 かつなりくん着ぐるみ出動回数（回） 53 27 15 25 50
指標

中日新聞社主催ＪＩＭＯキャラ総選挙2015
他市との 知立市　ちりゅっぴ　 2位　／　豊明市　のぶながくん　15位
比較検証 碧南市　しょうぶー　16位　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,779 2,639 956 1,912 合計 955,920 円
報償費 200,000 円

財
　
源

特定財源 26 3 9 1 需用費 244,420 円
役務費 88,000 円

一般財源 1,753 2,636 947 1,911 委託料 423,500 円

職員人件費　② 3,8

Ｄ

58 2,310 2,2

　

40 4,068

総事業

　

費（①＋②） 5,63

　

7 4,949 3,19

Ｏ

6 5,980

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２年度特定財源

∧

名称

２年度までの累積

　

事業費 0 ＬＩＮＥスタ

　

ンプ販売収入

４年度以

実

降の事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 情報共有
施策体系

和

施策の内容 広報・広聴

２

の充実

目
　
　
　
的

　刈

年

谷が持つ地域資源の魅

度

力を市内外へ発信

主
た

評

る
内
容

○市のＰＲに関

価

すること
し、住みたい

）

、住み続けたい、訪れ

刈

てみたい 　ｍｙＫＡＲ

谷

ＩＹＡ（定住促進冊子

市

）の作成
まちを目指し

事

、定住人口の増加へ繋

務

げる。 ○刈谷市マスコ

事

ットキャラクターかつ

業

なりく
　んのＰＲに関

評

すること
　・新作カッ

価

ト作成
　・市内イベン

シ

ト等出演
　・キャラク

ー

ターイベント出演
　・

ト

ＰＲ物品の作製

位
置
づ

（

け

関連計画

根拠法令

対

様

象者 対象者を限定せず

式

事業期間 平成２６年度

１

～

実施方法 ■直営　■

）

委託　□指定管理　□

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 企画財政

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

３０年度実績 元年度

一

実績 ２年度実績 ３年度

般

計画

・定住促進ＰＲ冊

会

子による啓 ・定住促進

計

ＰＲ冊子のリニュ ・定

刈

住促進ＰＲ冊子による

谷

啓 ・定住促進ＰＲ冊子

の

による啓
　発、各種イ

魅

ベントへの出演 　ーア

力

ル 　発、各種イベント

発

への出演 　発、各種イ

信

ベントへの出演
・かつ

事

なりくん新作イラスト

業

､・定住促進ＰＲ冊子

担

による啓 ・かつなりく

当

ん新作イラスト､・か

課

つなりくん新作イラス

広

ト､
　グッズの作製 　

報

発、各種イベントへの

広

出演 　グッズの作製及

聴

びＬＩＮＥ 　グッズの

課

作製
・かつなりくん新

款

作イラスト､　スタン

項

プ第3弾の販売　
　グ

目

ッズの作製

・東海3県

担

の地方自治体及び観光

当

協会、商工会などが保

係

有するキャラクターが

広

参加した中日新聞社主

報

催ＪＩＭＯキャラ総

成

広

果
　選挙2015にお

聴

いて1位となったこと

係

から、歴代優勝者とし

2

て毎年新聞やＨＰなど

1

に掲載され、市内外に

2

対してＰＲがで

　きた



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治体の知名度

令

向上や魅力発信は定住

和

促進につながるも
・法

３

的業務
高い

ので、活力

年

ある地域づくりのため

度

に必要な取組と考える

（

。
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要
・市民生活

和

上必要である　など

　

２

イベント等では、ボラ

年

ンティアにも協力をい

度

ただきなが
・コストの

評

節減、費用対効果
普通

価

ら、効率的に事業を推

）

進していると考える。

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性
・手段の最適性　

市

など

　自治体の知名度

事

向上や魅力発信の一つ

務

として、マスコッ
・市

事

が主体となって実施す

業

る
高い

トキャラクター

評

を活用した情報発信は

価

一定の効果があるも
妥

シ

当性 　べき事業である

ー

か のと考える。
・総合

ト

計画との整合性　など

（

　親しみやすいキャラ

様

クターとして、子ども

式

や若い世代に

施策への

２

・施策への貢献度
普通

）

も浸透することができ

会

ており、知名度向上・

計

魅力発信には
・目標達

名

成度 一定の効果がある

担

ものと考える。
貢献度

当

・市民サービスへの効

部

果　など

今後の方向性

企

□拡充　■現状維持　

画

□改善・効率化　□縮

財

小　□終期設定　□休

政

止・廃止

・定住促進用

部

パンフレットとして作

一

成している冊子を更新

般

・増刷し、効果的な配

会

布方法や配布場所等を

計

検討して、市
　内外に

刈

おける市のＰＲを積極

谷

的に推進していく。
・

の

マスコットキャラクタ

魅

ーかつなりくんは、刈

力

谷城築城480年記念

発

事業のＰＲ時から広く

信

市民に受け入れられて

事

おり、
　小さな子ども

業

達をはじめ、幅広い世

担

代に刈谷市に愛着を持

当

ってもらえるきっかけ

課

作りとしての役割を十

広

分に果たし
　ているも

報

のと考える。今後も市

広

内の幼児園、保育園、

聴

小中学校をはじめとす

課

る子育て世代を主なタ

款

ーゲットに、市
　内外

項

への積極的なＰＲを通

目

じて、定住促進につな

担

げていく。

当係 広報

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

広

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

聴

　
∨

係

2 1 2



係

育て　　　　　 18

2

3件 　　子育て　　　

1

　　 
　　福祉・介護

2

     　 1件 　　健康・医療　      28件 　　健康・医療　　　　42件 　　健康・医療
　　健康・医療　      1件 　　催し　　　　      16件 　　催し　　　　  　　10件 　　催し　　　　      
　　催し　　　　      5件     暮らし　　　　　　33件     暮らし　　　　　　53件     暮らし　　　　　　　　
  　気象情報　       47件 　　防災情報  　　　　20件 　　防災情報  　　　　57件 　　防災情報  　　　
　　防犯・学校情報 　 2件 　　気象情報　   　  200件 　　気象情報　   　　316件 　　気象情報　   　 
　　その他　　　　　  7件　　　その他　　　　　　22件 　　その他　　　　　  33件 ・外国語の配信機能の追加

・平成31年2月12日の運用開始以降、刈谷市内外を問わず、多くの人に市政情報や防災情報等を効果的に提供することが

成果
　できた。

・より多くの人に利用してもらうよう、市民だよりをはじめ、ホームページ、ポスター等、様々な媒体を活用し、周知を

　図っていく必要がある。
課題

・各課等が継続的かつ積極的に情報を配信するよう、周知徹底を図る必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 74.0 ― 71.8 8

Ｄ

3.0 86.0
指標 （

　

％）
成果 ダウンロード

　

累計件数（件） 6,2

　

08 10,822 13

Ｏ

,118 15,000

　

16,000
指標

他市

　

との
比較検証

∧
　
　
実
　
　
施
　

Ｃ
　
事

　

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位∨ ：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,084 1,461 1,474 7,795 合計 1,473,890 円
委託料 1,473,890 円

財
　
源

特定財源 3,541 0 0 0

一般財源 3,543 1,461 1,474 7,795

職員人件費　② 4,629 3,466 2,240 4,595

総事業費（①＋②） 11,713 4,927 3,714 12,390

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 計画

令

推進

基本施策 情報共有

和

施策体系
施策の内容 広

２

報・広聴の充実

目
　
　

年

　
的

　必要な情報を必

度

要な時に必要な人に通

評

知・

主
た
る
内
容

　市公

価

式のスマートフォン向

）

けポータルアプ
配信す

刈

るプッシュ型広報や、

谷

双方向性を活か リケー

市

ションを用いて各種情

事

報を配信する。
したサ

務

ービスを提供すること

事

で、広報紙やウ 〇主な

業

機能・サービス
ェブサ

評

イト等では周知するこ

価

とが困難であっ 　・希

シ

望する種類の情報をプ

ー

ッシュ通知で提
た市政

ト

情報に関わりの少ない

（

層の人や、刈谷 　　供

様

するお知らせ機能
市へ

式

の来訪者にも、市政情

１

報や緊急情報等の 　・

）

位置情報を活用したマ

会

ップによる各種情
提供

計

を効果的に行う｡ 　　

名

報提供
　・カレンダー

担

機能を活用したイベン

当

ト等の
　　情報配信
　

部

・利用者からの写真投

企

稿機能
　・市内各種施

画

設で利用できるクーポ

財

ン

位
置
づ
け

関連計画

根

政

拠法令

対象者 対象者を

部

限定せず 事業期間 平成

一

３０年度 ～

実施方法 ■

般

直営　■委託　□指定

会

管理　□補助・助成　

計

□その他

ポータルアプリ情

Ｂ
　
事
　

報

業
　
実
　
績

３０年度実

配

績 元年度実績 ２年度実

信

績 ３年度計画

・平成3

事

1年2月12日運用開

業

始 ・お知らせ配信件数

担

　 510件 ・お知ら

当

せ配信件数   72

課

3件 ・お知らせ配信件

広

数　750件
・お知ら

報

せ配信件数　 75件

広

　　文化・芸術　　　

聴

　19件 　　文化・芸

課

術        1

款

0件 　　文化・芸術
　

項

　知識・教養    

目

    2件 　　スポ

担

ーツ　　　　　11件

当

　　スポーツ　　　　

係

　19件 　　スポーツ

広

　　　　　
　　子育て

報

　　       1

広

0件 　　子育て　　　

聴

　　 161件 　　子



2 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民だ

令

よりやホームページと

和

いった広報媒体に加え

３

、必
・法的業務

高い
要

年

な情報を必要な人に対

度

し、適宜発信できる手

（

段であり、
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 確

和

実に情報を提供できる

２

ことから、市民ニーズ

年

が高いもの
・市民生活

度

上必要である　など と

評

考える。

　多くの人が

価

所有するスマートフォ

）

ンを用いることにより

刈

､
・コストの節減、費

谷

用対効果
高い

容易にか

市

つ効率的に直接情報を

事

入手することができる

務

こと
効率性 ・執行体制

事

の効率性 から、情報発

業

信手段の最適性は高い

評

と考える。
・手段の最

価

適性　など

　各課等か

シ

らのお知らせ、カレン

ー

ダー機能やマップ機能

ト

、
・市が主体となって

（

実施する
高い

写真投稿

様

機能およびクーポン機

式

能等、市の公式アプリ

２

とし
妥当性 　べき事業

）

であるか ての性格を持

会

つ多彩なサービス提供

計

は、市が主体となって

名

・総合計画との整合性

担

　など 実施すべき事業

当

である。

　市政情報や

部

施策に関する情報を広

企

く発信することで、多

画

施策への ・施策への貢

財

献度
高い

くの人に知っ

政

てもらい、理解を深め

部

てもらうことで、市民

一

・目標達成度 サービス

般

に寄与していると考え

会

る。
貢献度 ・市民サー

計

ビスへの効果　など

今

ポ

後の方向性 □拡充　□

ー

現状維持　■改善・効

タ

率化　□縮小　□終期

ル

設定　□休止・廃止

・

ア

運用していく中で、逐

プ

次、改善点や追加機能

リ

等の検討を行い、必要

情

に応じてアプリの改修

報

を行う。
　特に、多様

配

な言語での配信機能を

信

追加し、利便性の向上

事

を図る。
・ダウンロー

業

ド数の増加を図るため

担

、市民だより、ホーム

当

ページ、市公式ＳＮＳ

課

等による周知を図ると

広

同時に、各施
設等にお

報

いてポスターを掲示す

広

るなど、様々な媒体を

聴

通じて積極的なＰＲに

課

取り組んでいく。
・適

款

切な情報配信を積極的

項

に行うことで、利用者

目

が必要とする情報を確

担

実に入手できるよう担

当

当部署に認識してもら

係

う。

広報広

Ｃ
 
　

聴

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

係

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨



害者のための音声による「声 害者のための音声による「声 害者のための音声による「声
の市民だより」を公開した。 の市民だより」を公開した。 の市民だより」を公開した。 の市民だより」を公開する。

・旬の話題が親しみやすく伝わるような表紙を作成し、開きたくなるような広報紙の作成に努めた。

成果

・締切日などのルールの徹底を図り、スケジュールどおりに作成する必要がある。

・記事の修正漏れなど人為的ミスが見られたため、防止策を徹底する必要がある。
課題

・記事の取捨選択、簡潔な文章作成に努め、より見やすい広報紙を作成する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 生活に必要な情報が得られていると思う割合（％） 74.0 ― 71.8 83.0 86.0
指標

指標
・刈谷市　月2回　平均19.92P　 0.69円/1P　　・知立市　月1回　平均28.00P　 1.26円/1P　

他市との ・碧南市　月2回　平均25.00P   0.71円/1P　　・安城市　月1回　平均33.16P　 1.32円/1P　
比較検証 ・高浜市　月1回　平均31.40P   0.75円/1P

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

Ｄ

ス
　
ト

単位：千円
３０

　

年度 元年度 ２年度 ３年

　

度 ２年度

（決算） （決

　

算） （決算） （予算）

Ｏ

事業費内訳

事業費　①

　

24,940 24,7

　

17 25,477 34

∧

,067 合計 25,4

　

76,828 円
報償

　

費 35,000 円

財

実

　
源

特定財源 3,24

　

0 3,103 3,32

　

7 2,640 需用費 2

施

1,366,284 

　

円
役務費 165,00

　

0 円

一般財源 21,

∨

700 21,614 22,150 31,427 委託料 3,910,544 円

職員人件費　② 11,188 13,478 11,946 13,560

総事業費（①＋②） 36,128 38,195 37,423 47,627

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 広告料収入

４年度以降の事業費見込 0

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 情報共有
施策体系

和

施策の内容 広報・広聴

２

の充実

目
　
　
　
的

　広

年

報紙「市民だより」を

度

毎月2回発行するこ

主

評

た
る
内
容

　広報紙「市

価

民だより（毎月1日号

）

・15日号）
とにより

刈

、広く市民に行政情報

谷

を提供し、市 」の発行

市

、全戸配布
民生活の利

事

便性の向上を図るとと

務

もに、市民 （仕様）2

事

色刷り、一部4色刷り

業

の市政への参加の推進

評

を目指す。 （発行部数

価

）64,500部×2

シ

4回

位
置
づ
け

関連計画

ー

 

根拠法令  

対象者 市

ト

民 事業期間 昭和２５年

（

度 ～

実施方法 ■直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実

画

　
績

３０年度実績 元年

財

度実績 ２年度実績 ３年

政

度計画

毎月1日号（4

部

色刷り7.2ページ毎

一

月1日号（4色刷り9

般

.5ページ毎月1日号

会

（4色刷り10ページ

計

毎月1日号（4色刷り

市

10ページ
・その他2

民

色刷り）と15日号（

だ

・その他2色刷り）と

よ

15日号（・その他2

り

色刷り）と15日号（

作

・その他2色刷り）と

成

15日号（
4色刷り4

事

ページ・その他2色刷

業

4色刷り4ページ・そ

担

の他2色刷4色刷り4

当

ページ・その他2色刷

課

4色刷り4ページ・そ

広

の他2色刷
り）の2回

報

各61,500部発行

広

し、り）の2回各62

聴

,500部発行し、り

課

）の2回各63,70

款

0部発行し、り）の2

項

回各64,500部発

目

行し、
全戸に配布した

担

。またホーム 全戸に配

当

布した。またホーム 全

係

戸に配布した。またホ

広

ーム 全戸に配布する。

報

またホーム
ページ上で

広

ＰＤＦ及び視覚障 ペー

聴

ジ上でＰＤＦ及び視覚

係

障 ページ上でＰＤＦ及

2

び視覚障 ページ上でＰ

1

ＤＦ及び視覚障
害者の

2

ための音声による「声



員人件費　② 309 462 448 580

総事業費（①＋②） 1,087 783 448 1,630

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 計画推進

基本施策

令

情報共有
施策体系

施策

和

の内容 広報・広聴の充

２

実

目
　
　
　
的

　広報板

年

を設置、改修しそれぞ

度

れの地域に適

主
た
る
内

評

容

　広報板の新規設置

価

したきめ細かな情報、

）

お知らせを広く市民に

刈

（寸　法）H=2.2

谷

5ｍ　L=2.15ｍ

市

周知する。 （掲示面）

事

0.915ｍ×1.8

務

25ｍ
　　　　　アク

事

リル板引戸付き
（支　

業

柱）角100mm

位
置

評

づ
け

関連計画  

根拠法

価

令  

対象者 対象者を限

シ

定せず 事業期間 ～

実施

ー

方法 ■直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

部

年度実績 元年度実績 ２

企

年度実績 ３年度計画

・

画

一里山金山広場に新設

財

。 ・野田市民館に新設

政

。 ・新設実績なし ・地

部

区からの要望に基づき

一

、3
・北部子育て支援

般

センター広 　基程度を

会

設置予定。
　報板を更

計

新。

広報板の設置によ

広

り、地域のよりきめ細

報

かな情報の場を提供し

板

た。

成果

地区の要望へ

設

の対応と、効果的な設

置

置場所の選定をする必

事

要がある。

課題

指標名

業

称（単位）
実績値 目標

担

値

３０年度 元年度 ２年

当

度 ３年度 ５年度

活動 ポ

課

スター等掲示依頼件数

広

（件） 16 19 7 15

報

18
指標

 
指標

 
他市

広

との
比較検証

聴課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事

広

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

報

：千円
３０年度 元年度

広

２年度 ３年度 ２年度

（

聴

決算） （決算） （決算

係

） （予算） 事業費内訳

2

事業費　① 778 32

1

1 0 1,050 合計 0

2

 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 778 321 0 1,050

職



 円

財
　
源

特定財源 2 3,376 4 5

一般財源 1,715 3,642 986 985

職員人件費　② 1,543 2,542 1,867 1,281

総事業費（①＋②） 3,260 9,560 2,857 2,271

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 冊子等頒布収入

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 情報共有
施策体系

和

施策の内容 広報・広聴

２

の充実

目
　
　
　
的

　刈

年

谷市の市政概要をはじ

度

め、統計情報や観

主
た

評

る
内
容

　市勢要覧の発

価

行
光、産業などの特色

）

、施設案内や生活情報

刈

を
広報する。

位
置
づ
け

谷

関連計画  

根拠法令  

市

対象者 対象者を限定せ

事

ず 事業期間 昭和２５年

務

度 ～

実施方法 ■直営　

事

■委託　□指定管理　

業

□補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

３０年度実績 元年

会

度実績 ２年度実績 ３年

計

度計画

・市勢要覧　6

名

00部 ・市勢要覧　2

担

,000部 ・市勢要覧

当

　600部 ・市勢要覧

部

　600部
・暮らしの

企

ガイドブック
　18,

画

000部

市勢要覧を配

財

布することにより、市

政

の概要や施策などに関

部

する市民の理解に寄与

一

した。

成果

年度毎に部

般

分的な更新を行ってき

会

たことにより、表記や

計

文言など細かな差異が

市

あるため、統一化を図

勢

る必要がある。

課題

指

要

標名称（単位）
実績値

覧

目標値

３０年度 元年度

等

２年度 ３年度 ５年度

活

作

動 市勢要覧配布部数（

成

冊） 189 98 302

事

500 500
指標
成果

業

生活に必要な情報が得

担

られていると思う市民

当

の割合 74.0 ー 71

課

.8 83.0 86.0

広

指標 （％）
 

他市との

報

比較検証

広聴課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

広

円
３０年度 元年度 ２年

報

度 ３年度 ２年度

（決算

広

） （決算） （決算） （

聴

予算） 事業費内訳

事業

係

費　① 1,717 7,

2

018 990 990 合

1

計 990,000 円

2

委託料 990,000



係

ューアルに伴うものを

2

含む）を行い、全庁的

1

な意識の統

一を図った

2

。

・各課において更新されたページの様式の統一化を図る必要がある。

・アクセス数増加のため、ＳＮＳの効果的な活用を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 刈谷市ホームページ年間アクセス数（件） 13,549,362 20,082,888 23,795,454 25,000,000 27,000,000
指標
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 74.0 ― 71.8 83.0 86.0
指標 （％）

各市のトップページの月間アクセス数（令和２年度）
他市との 刈谷市　 86,334件／月　　安城市　93,542件／月　　知立市　28,126件／月　　
比較検証 高浜市　 80,000件／月　　碧南市　76,219件／月

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,931 5,143 32,416 6,923 合計 32,416,120 円
委託料 28,918,120 円

財
　
源

特定財源 2,970 2,214 1,320 1,056 使用料及び賃借料
3,498,000 円

一般財源 961 2,929 31,096 5,8

Ｄ

67

職員人件費　② 3

　

,549 7,008 6

　

,421 6,027

総

　

事業費（①＋②） 7,

Ｏ

480 12,151 3

　

8,837 12,95

　

0

建
設
事
業

全体事業費

∧

（単位：千円） 0 ２年

　

度特定財源名称

２年度

　

までの累積事業費 0 広

実

告料収入

４年度以降の

　

事業費見込 0

　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 計画

令

推進

基本施策 情報共有

和

施策体系
施策の内容 広

２

報・広聴の充実

目
　
　

年

　
的

　インターネット

度

を用いて市政情報を発

評

信す

主
た
る
内
容

○刈谷

価

市ホームページの適切

）

な管理、運営及
ること

刈

により、市民生活の利

谷

便性の向上を図 び更新

市

るとともに、国内外に

事

刈谷市をＰＲする。 ○

務

刈谷市ホームページ全

事

般運用保守

位
置
づ
け

関

業

連計画  

根拠法令  

対

評

象者 対象者を限定せず

価

事業期間 平成１０年度

シ

～

実施方法 ■直営　■

ー

委託　□指定管理　□

ト

補助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

当

績

３０年度実績 元年度

部

実績 ２年度実績 ３年度

企

計画

・YouTube

画

動画数　182件 ・Y

財

ouTube動画数　

政

 187件 ・YouT

部

ube動画数　　 2

一

63件 ・YouTub

般

e動画数　　 280

会

件
　　　ｱｸｾｽ数　

計

26,526件　　 　

イ

　　ｱｸｾｽ数　30

ン

6,318件　　　　

タ

　ｱｸｾｽ数　　24

ー

6,216件　　　　

ネ

ｱｸｾｽ数　　300

ッ

,000件　
・バナー

ト

広告収入 ・バナー広告

情

収入 ・バナー広告収入

報

・バナー広告収入
　　

発

　　 　2,970,

信

000円 　　　　　　

事

1,870,000円

業

　　　　　　　1,1

担

00,000円 （当初

当

予算額）1,056,

課

000円
・研修4回開

広

催 ・研修4回開催 ・研

報

修の開催 ・研修の開催

広

（操作者研修60人）

聴

（操作者研修61人）

課

（操作者研修約161

款

人） （操作者研修約1

項

00人）
・画像・動画

目

編集用パソコン
　購入

担

・刈谷市ホームページ

当

トップページの月平均

係

アクセス数86,33

広

4件（令和２年度）

成

報

果
・ウェブアクセシビ

広

リティ研修、操作者研

聴

修（ホームページリニ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18 16 16 28 合計 16,262 円
需用費 16,262 円

財
　
源

特定財源 18 16 16 28

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 93 92 82 83

総事業費（①＋②） 111 108 98 111

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 統計調査員確保対策委託金
（県）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 計画推進

基本施策

令

行政経営
施策体系

施策

和

の内容 効率的な行政運

２

営

目
　
　
　
的

　統計調

年

査の円滑な実施のため

度

、刈谷市専任

主
た
る
内

評

容

　専任統計調査員に

価

対する支援経費。
統計

）

調査員設置要綱に定め

刈

る専任統計調査員
を確

谷

保すること。

位
置
づ
け

市

関連計画  

根拠法令 統

事

計法、愛知県統計調査

務

員確保対策事業委託要

事

綱

対象者 刈谷市専任統

業

計調査員 事業期間 平成

評

２年度 ～

実施方法 ■直

価

営　□委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

３０年度実績

担

元年度実績 ２年度実績

当

３年度計画

4月1日時

部

点登録者数　53人 4

企

月1日時点登録者数　

画

49人 4月1日時点登

財

録者数　44人 4月1

政

日時点登録者数　36

部

人

　各種統計調査に必

一

要な調査員及び指導員

般

を確保できた。

成果

　

会

国勢調査業務の公募調

計

査員のうち統計業務に

専

適正がある者へ登録の

任

勧誘をする予定であっ

統

たが、多忙で個々の調

計

査員の

業務水準を測る

調

ことができず勧誘する

査

ことができなかったた

員

め、次年度以降の基幹

事

統計調査において勧誘

業

を継続する。
課題

　今

担

後も調査員の高齢化が

当

進み退任者の増加が予

課

想されることから、調

広

査経験者の中から適性

報

や将来的継続性を考慮

広

しな

がら次代を担う統

聴

計調査員の確保・育成

課

に努めていく必要があ

款

る。

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

３０年度

目

元年度 ２年度 ３年度 ５

担

年度

活動 4月1日時点

当

登録者数（人） 53 4

係

9 44 36 40
指標

 

統

指標
令和3年4月1日

計

時点登録者数
他市との

係

碧南市70人　安城市

2

109人　知立市34

5

人　高浜市25人
比較

1

検証



報酬 18,768 円

財
　
源

特定財源 85 70 29 26 旅費 330 円
需用費 6,090 円

一般財源 6 8 0 0 役務費 4,000 円

職員人件費　② 1,929 1,155 635 0

総事業費（①＋②） 2,020 1,233 664 26

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 工業統計調査委託金（県）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 効率的な行政運営

２

目
　
　
　
的

　我が国の

年

工業の実態を明らかに

度

し、工業に

主
た
る
内
容

評

○調査の対象
関する施

価

策の基礎資料を得るこ

）

と。 　　製造業に属す

刈

る事業所
○調査期日
　

谷

　令和2年6月1日現

市

在
○調査事項
　　事業

事

所の名称、所在地、出

務

荷額等
○調査の方法
　

事

　調査員調査、国直轄

業

調査

位
置
づ
け

関連計画

評

 

根拠法令 統計法、工

価

業統計調査規則

対象者

シ

市内製造業者　 事業期

ー

間 ～ 令和２年度

実施方

ト

法 ■直営　□委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

３０年

企

度実績 元年度実績 ２年

画

度実績 ３年度計画

調査

財

対象：590事業所 調

政

査対象：575事業所

部

調査対象：545事業

一

所 　
調査期日：平成3

般

0年6月1日 調査期日

会

：令和元年6月1日 調

計

査期日：令和2年6月

工

1日 　
指導員　： 2

業

人 指導員　： 2人 指

統

導員　： 2人 　
調査

計

員　：18人 調査員　

調

：18人 調査員　：1

査

8人 　
　　　――――

事

―――

　経済産業省の

業

基準に従い、新型コロ

担

ナウイルス対策を取り

当

ながら適切に調査を実

課

施した。

成果

課題

指標

広

名称（単位）
実績値 目

報

標値

３０年度 元年度 ２

広

年度 ３年度 ５年度

 
指

聴

標
 

指標
 

他市との
比

課

較検証

款 項 目 担当係 統計

Ｃ
　
事
　
業
　

係

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

2

３０年度 元年度 ２年度

5

３年度 ２年度

（決算）

2

（決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 91 78 29 26 合計 29,188 円



名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 29 73 329 2,044 合計 329,055 円
需用費 283,055 円

財
　
源

特定財源 26 63 321 2,044 役務費 46,000 円

一般財源 3 10 8 0

職員人件費　② 617 2,156 1,867 4,520

総事業費（①＋②） 646 2,229 2,196 6,564

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 経済センサス委託金（県）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 効率的な行政運営

２

目
　
　
　
的

　国内の事

年

業所及び企業の経済活

度

動の状態を

主
た
る
内
容

評

○調査名
明らかにし、

価

我が国における包括的

）

な産業構 　　経済セン

刈

サス‐活動調査（準備

谷

事務）
造を明らかにす

市

るとともに、事業所・

事

企業を ○調査の対象
対

務

象とする各種統計調査

事

実施のための母集団 　

業

　市内事業所
情報を整

評

備する。 ○調査時期
　

価

　令和3年6月1日現

シ

在
○調査事項
　　名称

ー

、従業者数、売上高な

ト

ど
○調査の方法
　　調

（

査員調査

位
置
づ
け

関連

様

計画  

根拠法令 統計法

式

、経済センサス基礎調

１

査規則

対象者 市内事業

）

者 事業期間 平成２１年

会

度 ～

実施方法 ■直営　

計

■委託　□指定管理　

名

□補助・助成　□その

担

他

当部 企画財政部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実

般

　
績

３０年度実績 元年

会

度実績 ２年度実績 ３年

計

度計画

【調査区管理】

経

【調査区管理】 【調査

済

区管理】 【調査区管理

セ

】
・調査区の管理 ・調

ン

査区の管理 ・調査区の

サ

管理 ・調査区の管理
・

ス

地図及び台帳の修正 ・

事

地図及び台帳の修正 ・

業

地図及び台帳の修正 ・

担

地図及び台帳の修正
【

当

基礎調査】 【基礎調査

課

】 【基礎調査】 【活動

広

調査】
・2019年経

報

済センサス‐基礎 目的

広

：事業所母集団データ

聴

　 ・乙調査の実施 目的

課

：国内の包括的な産業

款

構
　調査に関する計画

項

検討 　　　ベースの整

目

備 【活動調査】 　　　

担

造を明らかにする
手法

当

：6月から10か月間

係

で市内・2021年経

統

済センサス‐活動 手法

計

：市内全事業所を対象

係

に
　　　全域を調査員

2

が巡回 　調査の準備事

5

務 　　　調査員が調査

2

票を配布

　総務省・経済産業省の基準に従い、次年度の調査準備を行った。

成果

課題

指標



1,381,014 円

財
　
源

特定財源 1 144 8,866 0 職員手当等 98,464 円
旅費 33,300 円

一般財源 1 8 0 0 需用費 874,304 円
役務費 489,533 円

職員人件費　② 309 1,540 17,919 0 委託料 5,205,098 円
使用料及び賃借料 783,895 円

総事業費（①＋②） 311 1,692 26,785 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 国勢調査委託金（県）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 行政経

令

営
施策体系

施策の内容

和

効率的な行政運営

目
　

２

　
　
的

　我が国の人口

年

・世帯の実態を明らか

度

にし、

主
た
る
内
容

〇調

評

査の対象
国及び地方公

価

共団体の重要課題に対

）

処するた 　　国内に居

刈

住する世帯及び人
めの

谷

基礎資料を得ること。

市

〇調査期日
　　令和2

事

年10月1日
〇調査事

務

項
　　世帯員に関する

事

事項、世帯に関する事

業

項
〇調査の方法
　　調

評

査員調査、調査業務委

価

託

位
置
づ
け

関連計画

根

シ

拠法令 統計法、国勢調

ー

査令

対象者 事業期間 ～

ト

実施方法 ■直営　■委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

企

３０年度実績 元年度実

画

績 ２年度実績 ３年度計

財

画

・2020年国勢調

政

査に向けた情 【調査区

部

設定】 【本調査】 　
報

一

収集 ・市内1,166

般

調査区の設定 調査対象

会

：市内全世帯 　
・各調

計

査区の世帯推計 調査期

国

日：令和2年10月1

勢

日 　
・新規社会施設等

調

の把握 指導員　：80

査

人 　
調査員　：694

事

人 　　　――――――

業

―
調査委託：23社

　

担

総務省統計局の基準に

当

従い、新型コロナウイ

課

ルス対策を取りながら

広

適切に調査を行った。

報

成果

課題

指標名称（単

広

位）
実績値 目標値

３０

聴

年度 元年度 ２年度 ３年

課

度 ５年度

指標

指標

他市

款

との
比較検証

項 目 担当係 統計係

Ｃ
　
事

2

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

5

：千円
３０年度 元年度

2

２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2 152 8,866 0 合計 8,865,608 円
報酬


